
西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 1.76             3,545.52     円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 軽鉄プレハブ

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

336-1

複合・併設施設 -

       -

H5.12

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 298,426 

123,205 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 123,205 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 175,221            

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 6,000                  

2,233                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 166,988               

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

不明

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

298,426               

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

298,426 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 建設部　都市計画課

所   在   地
桜木町３丁目４３番地

施  設  名 西尾駅西地区再開発連絡所西尾駅西地区再開発連絡所西尾駅西地区再開発連絡所西尾駅西地区再開発連絡所

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9101

    558.66

     84.17

       -

12,443 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 連絡所

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

4,408,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

336-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

19 

利用者数は不明な上、利用料等はない。同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの施設維持コス

トは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

50.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

不明 人/㎡

1.37 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

2,081.75 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

232,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.37             233.84       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

337-1

複合・併設施設 -

       -

H4.3

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 63,329 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 63,329             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

6,104                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 57,225                

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

不明

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

63,329                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

63,329 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 建設部　都市計画課

所   在   地
住崎一丁目１０１番地

施  設  名 西尾市土地区画整理組合連合会館西尾市土地区画整理組合連合会館西尾市土地区画整理組合連合会館西尾市土地区画整理組合連合会館

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9102

    920.00

    270.82

       -

35,000 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 本館

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

244 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

13,197,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

17 

利用者数は不明な上、利用料等はない。同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの施設維持コス

トは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

55.26

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

不明 人/㎡

4.57 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

233.84 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

776,294.12 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 1.42             615.96       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1.44             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月
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複合・併設施設 -

       -

Ｓ55.1

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 241,031 

6,701 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 6,701 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 234,330            

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 234,330               

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

167,890 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

241,031               

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

241,031 

県　費 -                        

敷地借上料

167,890 167,890 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
高畠町３丁目１６６番地１

施  設  名 西尾駅東自転車駐車場西尾駅東自転車駐車場西尾駅東自転車駐車場西尾駅東自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9103

    774.16

    391.31

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは一部対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

6,279,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

338-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

5 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

86.84

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

429.05 人/㎡

7.39 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

598.83 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

1,255,800.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.50             1,207.74     円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1.48             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

339-1

複合・併設施設 -

       -

H15.4

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 84,542 

25,959 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 25,959 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 58,583             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 58,583                

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

57,050 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

84,542                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

84,542 

県　費 -                        

敷地借上料

57,050 57,050 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
花ノ木町３丁目２１番地１

施  設  名 西尾駅北自転車駐車場西尾駅北自転車駐車場西尾駅北自転車駐車場西尾駅北自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9104

    187.55

     70.00

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

1,475,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

339-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

29 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

23.68

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

815.00 人/㎡

0.30 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

836.90 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

50,862.07 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.92             401.23       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1.41             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

340-1

複合・併設施設 -

    585.67

H20.12

うち借地面積鶴城中学校地区

合　計（①＋②） 156,480 

76,230 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 76,230 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 80,250             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 80,250                

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

110,840 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

156,480               

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

156,480 

県　費 -                        

敷地借上料

110,840 110,840 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
緑町４丁目２８番地１

施  設  名 桜町前駅前自転車駐車場桜町前駅前自転車駐車場桜町前駅前自転車駐車場桜町前駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9105

    585.67

    390.00

       -

13,923 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

8,624,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

34 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

10.53

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

284.21 人/㎡

1.49 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

205.77 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

253,647.06 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 18.50            21,815.79    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡64.65            

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

341-1

複合・併設施設 -

    271.00

S59.12

うち借地面積福地中学校地区

合　計（①＋②） 3,141,474 

13,113 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 13,113 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 3,128,361         

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 3,092,250            

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 36,111                

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

51,230 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

3,141,474            

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

3,141,474 

県　費 -                        

敷地借上料

47,270 47,270 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
川口町松原２８番地

施  設  名 福地駅前自転車駐車場福地駅前自転車駐車場福地駅前自転車駐車場福地駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9106

    271.00

    144.00

       -

3,900 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応

（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

1,709,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

341-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

10 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

73.68

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

337.43 人/㎡

1.01 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

21,724.73 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

170,900.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.57             397.20       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡0.94             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

342-1

複合・併設施設 -

    422.14

H6.12

うち借地面積鶴城中学校地区

合　計（①＋②） 96,122 

15,872 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 15,872 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 80,250             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 80,250                

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

102,690 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

96,122                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

96,122 

県　費 -                        

敷地借上料

102,690 102,690 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
米津町仲之畑１番地１

施  設  名 米津駅前自転車駐車場米津駅前自転車駐車場米津駅前自転車駐車場米津駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9107

    422.14

    242.00

       -

5,692 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

4,642,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

342-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

20 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は多い方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

47.37

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

424.34 人/㎡

1.37 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

331.61 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

232,100.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 102.55           45,357.42    円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 その他

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

343-1

複合・併設施設 -

    810.00

H24.3

うち借地面積吉良中学校地区

合　計（①＋②） 17,417,249 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 17,417,249        

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

352,649               

工事請負費 17,064,600          

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

不明

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

17,417,249          

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

17,417,249 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ａ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
吉良町吉田船戸８２番地１

施  設  名 吉良吉田駅南自転車駐車場吉良吉田駅南自転車駐車場吉良吉田駅南自転車駐車場吉良吉田駅南自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9108

    810.00

    384.00

       -

16,485 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ａ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

8,732,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

343-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

37 

利用者数は不明な上、利用料等はない。同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの施設維持コス

トは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

2.63

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

不明 人/㎡

1.39 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

45,357.42 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

236,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.21             612.61       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡2.24             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

344-1

複合・併設施設 -

     58.13

H20.3

うち借地面積幡豆中学校地区

合　計（①＋②） 35,611 

25,562 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 25,562 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 10,049             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

419                    

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 9,630                  

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

15,893 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

35,611                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

35,611 

県　費 -                        

敷地借上料

15,893 15,893 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
鳥羽町古新田６４番地８

施  設  名 三河鳥羽駅前自転車駐車場三河鳥羽駅前自転車駐車場三河鳥羽駅前自転車駐車場三河鳥羽駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9109

     58.13

     58.13

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

1,270,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

344-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

33 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

13.16

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

273.40 人/㎡

0.23 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

172.87 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

38,484.85 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 1.03             818.79       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡4.96             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

345-1

複合・併設施設 -

    212.92

S55.11

うち借地面積幡豆中学校地区

合　計（①＋②） 174,337 

13,898 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 13,898 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 160,439            

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

52,739                

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 9,630                  

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

35,157 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

174,337               

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

174,337 

県　費 -                        

敷地借上料

35,157 35,157 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
西幡豆町高久２０番地２

施  設  名 西幡豆駅前自転車駐車場西幡豆駅前自転車駐車場西幡豆駅前自転車駐車場西幡豆駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9110

    212.92

    212.92

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 98,070                

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは一部対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

3,457,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

345-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

6 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

84.21

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

165.12 人/㎡

3.39 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

753.52 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

576,166.67 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.36             325.69       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡1.85             

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

346-1

複合・併設施設 -

    186.15

S55.1

うち借地面積幡豆中学校地区

合　計（①＋②） 60,628 

5,058 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 5,058 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 55,570             

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

45,940                

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 9,630                  

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

32,749 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

60,628                

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

60,628 

県　費 -                        

敷地借上料

32,749 32,749 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　交通対策課

所   在   地
東幡豆町森３６番地２

施  設  名 東幡豆駅前自転車駐車場東幡豆駅前自転車駐車場東幡豆駅前自転車駐車場東幡豆駅前自転車駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9111

    186.15

    186.15

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 上屋付自転車駐車場

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは一部対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

2,695,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

346-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

5 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は少ない

方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

86.84

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

175.93 人/㎡

3.17 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

298.52 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

539,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.02             42.27        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項 第8回再配置検討ＷＧにおける検討施設。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 木造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

347-1

複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 4,056 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 4,056               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

4,056                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

4,056                  

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

4,056 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　一色支所 総務管理課

所   在   地
一色町前野新田３４番地

施  設  名 前野新田倉庫前野新田倉庫前野新田倉庫前野新田倉庫

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9112

    578.76

     95.95

       -

無償譲与

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

1,720,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

10.13 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

42.27 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

1,720,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.00             16.08        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 木造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月
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複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 625 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 625                 

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

625                    

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

625                    

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

625 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　一色支所 総務管理課

所   在   地
一色町一色東上二割８番地６

施  設  名 杉浦氏住宅杉浦氏住宅杉浦氏住宅杉浦氏住宅

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9113

     98.50

     38.88

       -

寄付

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 作業所

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

700,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積
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コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

4.12 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

16.08 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

700,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.05             6.52         円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

349-1

複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積佐久島中学校地区

合　計（①＋②） 7,986 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 7,986               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

7,986                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

7,986                  

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

7,986 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　一色支所 総務管理課

所   在   地
一色町佐久島古々畑６１番地１

施  設  名 旧佐久島観光旧佐久島観光旧佐久島観光旧佐久島観光ホテルホテルホテルホテル

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9114

  4,667.23

  1,224.99

       -

寄付

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 旧ホテル、倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

3 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

34,480,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

349-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

203.01 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

6.52 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

34,480,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.06             44.77        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

平成24年度モデル事業対象施設。

平成24年7月取り壊し。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 木造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

350-1

複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 9,683 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 9,683               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

9,683                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

9,683                  

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

9,683 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｃ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　一色支所 総務管理課

所   在   地
一色町味浜北乾地３７番地１

施  設  名 旧一色郷土資料館旧一色郷土資料館旧一色郷土資料館旧一色郷土資料館

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9115

    718.40

    216.30

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 事務所、渡り廊下、書庫、便所、居宅

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

- 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

350-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

- 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

44.77 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

- 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.03             10.90        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

351-1

複合・併設施設 -

       -

H5.3

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 4,758 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 4,758               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

4,758                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

4,758                  

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

4,758 

県　費 -                        

敷地借上料

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　財政課

所   在   地
一色町小薮船江東１７６番地

施  設  名 一色一色一色一色しおさいしおさいしおさいしおさい広場広場広場広場（（（（旧海旧海旧海旧海のののの歴史館歴史館歴史館歴史館））））

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9116

  1,035.00

    436.51

       -

118,244 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 倉庫

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

38,409,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

351-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

30 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

40.00

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

7.54 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

10.90 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

1,280,300.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 0.01             32.88        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 木造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

352-1

複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 1,875 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 1,875               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

1,875                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

不明

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

1,875                  

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

1,875 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　財政課

所   在   地
大給町１番地２

施  設  名 旧大給駐在所旧大給駐在所旧大給駐在所旧大給駐在所

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9117

     82.64

     57.02

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 旧大給駐在所

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

1,030,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

352-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

利用者数は不明な上、利用料等はない。同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの施設維持コス

トは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

不明 人/㎡

6.06 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

32.88 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

1,030,000.00 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 3.43             945.31       円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

平成24年度モデル事業対象施設。

平成25年3月取り壊し。

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡-

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 木造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

353-1

複合・併設施設 -

       -

不明

うち借地面積西尾中学校地区

合　計（①＋②） 582,328 

- 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 - 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 582,328            

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

17,880                

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 536,241               

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

不明

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

582,328               

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

582,328 

県　費 -                        

敷地借上料

不明 不明

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ｃ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 総務部　財政課

所   在   地
錦城町５・６合併地

施  設  名 旧吉見邸旧吉見邸旧吉見邸旧吉見邸

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9118

    870.51

    616.02

       -

不明

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 旧吉見邸

調査年度 平成24年度

修繕料 28,207                

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｃ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

- 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

- 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

353-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

利用者数は不明な上、利用料等はない。同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの施設維持コス

トは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

不明

-

未診断

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

不明 人/㎡

- 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

945.31 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

- 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

- 日

-                        

火災保険料

2 階

健全度判定 Ｂ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

調査年度 平成24年度

    621.48

    648.98

       -

7,014 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 本館、付属舎、車庫

施  設  名 旧上横須賀郵便局旧上横須賀郵便局旧上横須賀郵便局旧上横須賀郵便局

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9119

所管部課 総務部　総務課

所   在   地
吉良町上横須賀宮前１０９番地２

Ｂ（推計） 構造体劣化調査 Ｂ（推計）

21年度 22年度 23年度

- - 

年間開館日数 管理形態

直接運営

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

7,596 

県　費 -                        

敷地借上料

修繕料

金額（円）

- 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 -                        

7,596                  

その他 -                        

合　計

4,320                  

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

-                        

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 4,320               

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費 3,276 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 3,276 

合　計（①＋②） 7,596 

       -

不明（S44.12以降）

うち借地面積吉良中学校地区

354-1

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 -

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡- 円/人 0.04             11.70        円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項 第2・7回再配置検討ＷＧにおける検討施設。

利用者一人あたり



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

112.34 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

6.66 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

19,080,000.00 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- ％

- 人/㎡

レーダーチャート

不明

-

未診断耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

354-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

不明

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は少ない方（Ⅳ）、利用者負担の割合は少な

い方（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは安い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化対策の検討が必要(Ⅰ)。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応

(Ⅲ)。

(b)の年平均（※８）

19,080,000 

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

５　データ分析

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0



西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書西尾市公共施設白書２０１２２０１２２０１２２０１２　　　　施設別施設別施設別施設別データデータデータデータ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。３　建物の総合判定も同じ）

㎡ 千円

㎡

４　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 4.19             1,473.02     円/人

コスト計算

（※３）

特 記 事 項

利用者一人あたり 市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

円/㎡35,540.40        

階 数

総 取 得 費

（中学校地区）

建 物 構 造 鉄骨造

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月

355-1

複合・併設施設 -

  1,275.00

H22.3

うち借地面積一色中学校地区

合　計（①＋②） 710,808 

64,640 

指定管理料 - 

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） - 

小　計 64,640 

①①①①施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

　施設を維持管理

　するために要す

　る経費

　　　　＋

②②②②施設運営施設運営施設運営施設運営コストコストコストコスト

　施設を運営する

　ために要する経

　費

小　計 646,168            

②

施

設

運

営

コ

ス

ト

人件費（賃金含） - 

燃料費 - 

光熱水費

646,168               

工事請負費 -                        

その他維持費 -                        

-                        

国　費 -                        

支支支支

　　　　

　　　　

　　　　

出出出出

市費（一般財源）

維持管理委託料　 -                        

①

施

設

維

持

コ

ス

ト

人件費（賃金含） -                        

金額（円）

30 

利用状況（※２）

収収収収

　　　　

　　　　

入入入入

利用料等 3,522,500            

-2,811,692          

その他 -                        

合　計

　Ｈ23決算ベース

ファシリティ

コスト

　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

710,808 

県　費 -                        

敷地借上料

- 30 

年間開館日数 管理形態

直接運営

Ａ（推計） 構造体劣化調査 Ａ（推計）

21年度 22年度 23年度

所管部課 地域振興部　佐久島振興課

所   在   地
一色町小薮船江東170番地

施  設  名 佐久島関係者専用駐車場佐久島関係者専用駐車場佐久島関係者専用駐車場佐久島関係者専用駐車場

大分類 その他 小分類 その他 施設番号 9120

  1,275.00

    482.55

       -

27,300 

敷  地  面  積

避 難 所 指 定 指定無

 ガレージ

調査年度 平成24年度

修繕料 -                        

火災保険料

1 階

健全度判定 Ａ（推計）

３　建物の総合判定（構造体劣化調査・健全度判定の調査結果による）　（※１）

うち借家面積

総 合 判 定

365 日



　

(a) 年 (b) 円 (c) 円

※１

※２

※４

※５

※６

※７

※８

※９ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

５　データ分析

(b)の年平均：(b)÷法定耐用年数の残存年数。残存年数がない場合は解体費用のみ計上。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。耐震改修促進法等では耐震指標の判定基準を0.6以上としており、それ以

下の建物については耐震補強の必要性があると判断される。ただし、防災拠点となる公共施設等は0.7以上としている。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が

確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの年間利用者数年間利用者数年間利用者数年間利用者数をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（（（（人人人人））））

　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。

　利用者数が不明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

（ａ）までに要する修繕・解体コスト：現在から法定耐用年数まで使用した場合に必要となる施設の修繕と解体の費用の概算額。

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするするバリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリーのためののためののためののための整備状況整備状況整備状況整備状況をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していない

　場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

法定耐用年数までの残存年数：法定耐用年数から建設からの経過年数を減した数。法定耐用年数を超えた場合はマイナスで表記。

　ファシリティコストファシリティコストファシリティコストファシリティコストにににに対対対対するするするする利用料等利用料等利用料等利用料等（（（（利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合））））をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）

　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。

　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

　延床面積延床面積延床面積延床面積１１１１㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持にかかるにかかるにかかるにかかるコストコストコストコストをををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　①施設維持コスト小計÷延床面積

　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている

　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

総　合　評　価

経過年数から老朽化の問題はない(Ⅰ)。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応（Ⅲ）。

(b)の年平均（※８）

28,924,000 

※３

建物の総合判定：構造体劣化調査と健全度判定の結果から総合判定を行なっている。判定の序列はＤ→Ｃ→Ｂ→Ａの順に良くな

る。（推計）は、調査していないが、類似建物と比較して評価したもの。複合施設の場合は、主たる施設で判定。

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等

は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成25年１月25日現在の169,844人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

355-2

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

36 

同一小分類の施設間比較では、㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、利用者負担の割合は多い方

（Ⅴ）、㎡あたりの施設維持コストは高い方（Ⅵ）。

法定耐用年数までの残存年数(※６) （ａ）までに要する修繕・解体コスト(※7)

（％）

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

　　　　主主主主なななな建物建物建物建物にににに対対対対するするするする耐震安全性耐震安全性耐震安全性耐震安全性をををを示示示示すすすす指標指標指標指標

　　　　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、Ｉｓ値・新耐震基準を表示

　建物建物建物建物のののの老朽化老朽化老朽化老朽化をををを示示示示すすすす指標指標指標指標（％）（％）（％）（％）

　　　　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示

　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定

　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

5.26

新耐震基準

有

レーダーチャート

耐震性能･･･

ＩＳ値等･･･

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

495.56 ％

0.04 人/㎡

4.73 円/人

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの

利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

1,339.07 円/㎡

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(c)（※９）

803,444.44 

0

1

2

3

ⅠⅠⅠⅠ....老朽化状況老朽化状況老朽化状況老朽化状況

ⅡⅡⅡⅡ....耐震性能耐震性能耐震性能耐震性能

ⅢⅢⅢⅢ....バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー

ⅣⅣⅣⅣ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの利用者数利用者数利用者数利用者数

ⅤⅤⅤⅤ....利用者負担利用者負担利用者負担利用者負担のののの割合割合割合割合

ⅥⅥⅥⅥ....㎡㎡㎡㎡あたりのあたりのあたりのあたりの施設維持施設維持施設維持施設維持コストコストコストコスト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 30％未満（残存年数多）

２. 30%以上7割未満

１. 70％以上（残存年数少）

新耐震基準（※４）への適合性

３. 新耐震基準・耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.7以上）（※５）

２. 耐震改修が不要又は施工済

　　（ＩＳ値　0.6以上 0.7未満）

１. 耐震対策が必要又は耐震診断未実施

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況

３. 対応済　２. 一部対応　１. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位

１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位

１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位

１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢ：：：：絶対評価絶対評価絶対評価絶対評価

ⅣⅣⅣⅣ～～～～ⅥⅥⅥⅥ：：：：相対評価相対評価相対評価相対評価

同一小分類の施設間で比較

　※評価できない場合は0

　※評価できない場合は0
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